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序
章
（
以
上
九
十
四
巻
四
号
）
第
一
章
憲
法
二
四
条
成
立
過
程
と
民
法
・
戸
籍
法
上
の
「
家
」
制
度
（以上九十五巻二号、四号、百一巻三号）
第
二
章
民
法
改
正
過
程
ｌ
戸
籍
法
改
正
過
程
に
先
行
し
た
民
法
上
の
「
家
」
廃
止
方
針
決
定
の
予
徽
的
考
察
Ｉ
（以上百一巻三号、四号）
第
三
章
戸
籍
法
改
正
過
程
の
諸
段
階
（以上百三巻四号、百四巻二号）
第四章「家」制度廃止による戸籍法改正
ｌ
「
第
一
の
流
れ
」
ｌ
（以上百四巻三号、四号）
戦後占領期の民法・戸繍法改正過程（十一．完）（和田）
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（十一．完）
Ｉ
「
家
」
の
廃
止
を
中
心
と
し
て
Ｉ
第
五
章
人
口
動
態
統
計
の
精
密
化
・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
を
起
因
と
す
る
戸
籍
法
改
正
ｌ
「
第
二
・
第
三
の
流
れ
」
ｌ
（以上百五巻三号）
桔
章
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
に
於
け
る
力
学
ｌ
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
の
総
括
ｌ
序
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
ｌ
「
家
」
の
廃
止
と
そ
の
限
界
’
第
一
節
戸
籍
制
度
の
二
重
の
法
的
機
能
第
二
節
新
憲
法
二
四
条
と
民
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
改
廃
第
三
節
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
改
廃
二
）
ｌ
身
分
登
録
機
能
と
「
第
一
の
流
れ
」
１
－
第四節戸籍法改正における「家」改廃（二）
和
田
幹
彦
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探ってみることとした。
序
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
ｌ
「
家
」
の
廃
止
と
そ
の
限
界
ｌ
（１）（２） 
本睾皐では、本拙論の成果を総括する。
序章でも既に述べたが戦後占領期の民法・戸籍法の改正については、既に一定の研究の蓄積がある。しかし改正過
程
の
詳
細
の
解
明
、
及
び
改
正
の
力
学
ｌ
誰
が
何
を
決
め
た
の
か
、
何
が
改
正
の
限
界
を
規
定
し
た
の
か
ｌ
の
究
明
は
、
史
料
上
の
制約もあり、十分にはなされてこなかった。本論文はこの点を課題としてきた。その際、戸籍法改正に重点を置き、
民法改正は戸籍法改正を規定した限りで扱うこととした。その上で「家」廃止の限界を照射することを試みた。併せ
て改正過程に見られる限りで、日本社会における戸籍制度の法的機能と、戸籍法が規定していた「家」制度の特質を
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
四
号
ｌ個人データ収集・提供機能と「第二・第三の流
れ
」
’
第
五
節
民
法
・
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
の
廃
止
方
針
の
射
程
と
そ
の
限
界
第
六
節
戸
籍
制
度
の
個
人
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
と
「
家
」
の
特
結
章
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
に
於
け
る
力
学
ｌ
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
の
総
括
Ｉ
一一
質
第
七
節
残
さ
れ
た
課
題
Ｉ
「
国
体
の
一
支
柱
」
と
し
て
の
「
家
」
？
’
第
八
節
結
語
ｌ
先
行
研
究
と
の
比
較
に
お
い
て
Ｉ
（
以
上
本
号）
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本
章
、
す
な
わ
ち
結
章
で
は
、
ま
ず
、
第
一
節
で
、
戸
籍
制
度
の
二
重
の
法
的
機
能
に
つ
い
て
、
簡
単
な
が
ら
小
括
し
て
お
き
た
い
。
さ
ら
に
、
第
二
節
か
ら
第
六
節
で
は
、
本
論
文
の
第
一
章
か
ら
第
五
章
ま
で
の
研
究
成
果
を
総
括
す
る
。
殊
に
、
第
六
節
で
は
、
戸
籍
制
度
の
個
人
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
と
「
家
」
の
特
質
を
浮
き
彫
り
に
し
て
み
た
い
。
ま
た
最
後
に
、
本
章
の
第
七
節
で
は
、
「
国
体
の
一支柱」としての「家」についての考察、という残された課題を指摘しておく。
（
以
下
、
旧
法
・
新
法
と
は
、
’
九
四
五
年
八
月
の
占
領
開
始
時
点
・
一
九
四
八
年
一
月
の
改
正
法
施
行
時
点
の
、
民
法
な
い
し
戸
籍
法を指す。また、「家」とは、特段の断りがない限り、法的「家」制度を指す。）
旧法下、戸籍制度には、相互に密接に関連した二重の法的機能があった。
第一に、民法上の身分変動を、戸籍に登録することである。（仮に「身分登録機能」と呼ぶ。）旧法下では、「家」
を
構
成
す
る
上
で
の
身
分
の
変
動
が
戸
籍
に
登
録
さ
れ
た
。
第
二
に
、
国
民
の
個
人
デ
ー
タ
の
収
集
・
提
供
で
あ
る
。
（
仮
に
「
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
」
と
呼
ぶ
。
）
ま
ず
、
戸
籍
へ
の
登
録
の
た
め
の
届
出
の
際
に
、
身
分
変
動
の
デ
ー
タ
も
含
め
、
本
人
や
両
親
の
個
人
情
報
（
例
－
教
育
程
度
）
に
及
ぶ
、
主
と
し
て
人
口
動
態
に
隣
接
す
る
デ
ー
タ
の
申
告
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
戸
籍
へ
の
登
録
と
は
別
個
に
、
こ
の
デ
ー
タ
が
収
集
さ
れ
、
中
央
や
地
方
の
行
政
機関に提供されて、徴税・警察・衛生・教育目的のデータベース・統計が作成される。次に、戸籍簿の公開原則によ
り、私人にも、他人の身分やその変動のデータが提供される。相手方の身分を確認することで民事取引の法的安定が
図
ら
れ
、
さ
ら
に
は
近
隣
の
社
会
的
安
定
（
本
章
第
六
節
で
後
述
）
に
資
す
る
こ
と
に
な
る
。
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（十一．完）（和田）
一一一
第
一
節
戸
籍
制
度
の
二
重
の
法
的
機
能
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（３） 
さて、しかし法改正の基本線をなす、「家」の改廃の程度をめぐるＧｓの方針には、時期により変化が見られる。
法改正一般に関するＧＳの原則は、新憲法の諸原則は強制してでも遵守させる、しかし同時に、合憲である複数の選
択肢があれば、Ｇｓは特定選択肢の強制はしない、というものであった。「家」に関するＧｓの初期の方針も、これ
本節では、主として本論文第一・二章の成果を総括する。
新
憲
法
二
四
条
は
、
家
族
に
関
す
る
事
項
に
お
け
る
個
人
の
尊
厳
と
両
性
の
本
質
的
平
等
を
規
定
し
て
い
る
。
こ
の
条
項
は
、
Ｇ
ｓ
（ＧＨＱの民政局・以下同）の強いイニシャティヴにより、日本政府の反対を押し切って導入された（一九四六年二
’三月）。ＧＨＱは本条の導入により一「家」制度の改廃を要請したことになる。
以上が、短いながら、本論文・第一章の総括である。
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
四
号
四
旧戸籍法下では、第一・第二の機能双方の前提となる一戸籍届出の義務は、「家」を基準として、（離婚届を除き）当
事者が属する「家」の戸主にも課されていた。（戸主に集約的に「家」の構成員のデータを申告する義務があること
を、仮に「家」に「データ申告義務」があると表現しておく。）即ち戸籍の二つの機能にとって、制度面では「家」
が結節点とされていたのであり、「家」のデータ申告義務が、戸籍の両機能を全面的に支えていた。また、戸籍簿公
開原則は、「家」に、その静態・動態は常に公示されるという決定的な性格を与えていた。歴史的には、データの申
告と公開原則はともに、戸籍法上の「家」制度とは密接不可分の関係にあったのである。
第
二
節
新
憲
法
二
四
条
と
民
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
改
廃
Hosei University Repository
に
従
い
、
①
「
家
」
は
廃
止
が
望
ま
し
く
、
廃
止
へ
と
誘
導
は
す
る
が
、
②
家
族
法
で
は
特
に
西
洋
的
価
値
基
準
の
強
要
は
避
け
る
べ
く
、
「
家
」
存
廃
の
決
定
は
日
本
側
に
ゆ
だ
ね
る
、
③
そ
し
て
「
家
」
を
も
し
存
置
す
る
な
ら
ば
、
違
憲
と
な
る
戸
主
権
と
家
督
相
続
は
廃
止
さ
せ
、
伝
統
的
・
儀
礼
的
に
と
ど
ま
る
「
家
」
制
度
な
ら
ば
容
認
す
る
、
と
い
う
内
容
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
日
本
側
で
は
、
我
妻
榮
な
ど
三
名
の
民
法
改
正
草
案
起
草
委
員
が
、
初
期
の
改
正
要
綱
案
中
に
既
に
、
「
家
」
廃
止
方
針
を
明
確
に
打
ち
出
し
て
い
た
二
九
四
六
年
七
月
、
但
し
本
章
第
三
節
の
冒
頭
を
参
照
）
。
そ
の
背
景
に
は
、
彼
ら
が
戦
前
の
「
人
事
法
案
」
に
お
け
る
戸
主
権
の
弱
体
化
の
試
み
を
一
部
継
承
し
た
こ
と
に
加
え
、
「
家
」
制
度
が
形
骸
化
し
て
い
る
社
会
の
実
態
に
法
を
適
合
さ
せ
た
い
、
と
い
う
方
針
が
あ
っ
た
。
他
方
、
起
草
委
員
以
外
の
民
法
改
正
関
係
者
の
方
針
は
、
「
家
」
存
置
・
廃
止
の
両
極
端
か
ら
中
間
的
な
も
の
ま
で
様
々
で
あ
っ
た
。
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
右
の
①
②
③
の
方
針
は
日
本
側
に
明
示
さ
れ
て
は
い
な
か
っ
た
た
め
、
「
家
」
の
廃
止
は
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
一
貫
し
た
方
針
で
あ
る
か
ら
他
の
選
択
肢
は
な
い
、
と
い
う
理
解
な
い
し
誤
解
も
一
部
に
見
ら
れ
た
。
こ
れ
が
、
結
果
的
に
廃
止を推進した面も否定できない。
改
正
の
た
め
の
臨
時
法
制
調
査
会
に
お
い
て
、
「
宗
一
な
い
し
そ
の
類
似
要
素
の
存
置
を
主
張
す
る
論
者
か
ら
も
「
家
」
廃
止
へ
の
支
持
を
得
る
た
め
に
、
起
草
委
員
の
我
妻
は
ま
ず
、
「
家
」
の
美
風
を
活
か
し
て
欲
し
い
と
言
う
牧
野
英
一
に
対
し
、
「
氏
」
に
「
家
」
を
代
替
す
る
機
能
を
持
た
せ
る
こ
と
を
口
頭
で
約
し
て
い
る
。
起
草
委
員
は
さ
ら
に
、
改
正
要
綱
案
に
祖
先
祭
祀
の
祭
具
継
承
な
ど
の
「
家
」
類
似
条
項
を
局
所
的
・
限
定
的
な
が
ら
導
入
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
要
綱
案
は
お
お
か
た
の
賛
同
を
得
、
法
制
度
と
し
て
の
「
家
」
を
廃
止
す
る
と
い
う
日
本
側
の
方
針
は
、
一
応
安
定
す
る
に
い
た
る
二
九
四
六
年
八
月
中
旬
）
。
Ｇ
Ｓ
は
こ
れ
を
「
家
」
の
全
面
的
廃
止
の
決
定
と
解
釈
し
た
。
Ｇ
ｓ
は
、
以
後
一
貫
し
て
、
日
本
側
の
自
主
決
定
で
あ
る
と
の
論
拠
で
、
「
家
」
廃
止
を
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
公
式
方
針
と
し
て
い
る
。
起
草
委
員
は
こ
の
直
後
に
、
前
述
の
牧
野
と
の
口
頭
約
束
の
と
お
り
に
、
「
氏
」
に
関
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
十
一
．
完
）
（
和
田
）
五
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以
上
を
ま
と
め
れ
ば
、
民
法
上
の
「
家
」
改
廃
の
直
接
の
契
機
は
、
恵
法
二
四
条
の
導
入
に
よ
っ
て
Ｇ
ｓ
が
与
え
た
。
二
四
条
の
下
で
の
限
ら
れ
た
選
択
範
囲
の
中
で
、
日
本
側
関
係
者
は
「
家
」
（
類
似
要
素
）
存
置
論
者
も
含
め
て
、
Ｇ
ｓ
の
「
家
」
廃
止
の
希
望
を
感
知
し、それにある程度の影響を受けつつも、要綱の段階では、とりあえず、自主的に「家」廃止を決定した。その上で、
民法及び戸籍法改正草案中の「家」類似要素の排除にはＧＳが再び影響力をふるっている。民法上の「家」改廃（そ
し
て
こ
れ
に
連
動
し
た
身
分
登
録
機
能
面
で
の
戸
籍
法
改
正
）
は
、
主
と
し
て
Ｇ
Ｓ
、
日
本
側
起
草
委
員
、
日
本
側
の
「
家
」
（
類
似
要
（４） 
素）存置論者の一二者の、こうした緊張関係の中での「共同作業」であった面も確かにある。
月下旬）。
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
四
号
一ハ
す
る
多
く
の
規
定
に
「
家
」
類
似
の
機
能
を
盛
り
込
ん
だ
改
正
草
十
栞
を
Ｇ
Ｓ
に
提
出
し
て
い
る
の
だ
が
、
Ｇ
ｓ
が
こ
れ
を
厳
然
と
拒
否
し
た
の
も
、
右
の
公
式
方
針
確
定
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
当
時
の
吉
田
茂
内
閣
は
、
い
わ
ゆ
る
憲
法
議
会
に
お
い
て
、
当
初
は
、
憲
法
二
四
条
下
で
は
「
家
」
制
度
の
存
置
・
廃
止
両
方
の
選
択
肢
が
あ
る
と
答
弁
し
て
い
た
。
結
局
、
同
内
閣
は
「
家
」
は
存
置
し
た
い
と
の
方
針
を
明
確
に
打
ち
出
し
た
上
で
、
新
憲
法
を
衆
議
院
で
通
過
さ
せ
て
い
る
（
同
一
九
四
六
年
八
月
下
旬
）
。
し
か
し
こ
の
間
に
、
民
法
に
つ
い
て
は
右
の
通
り
、
「
家
」
廃
止
方
針
が
安
定
化
し
て
い
る
。
こ
れ
に
従
う
形
で
、
貴
族
院
で
は
同
じ
吉
田
内
閣
が
、
二
四
条
は
「
家
」
廃
止
を
要
請
す
る
、
と
解
釈
を
変
更
す
る
に
い
た
っ
た
（
同
一
九
四
六
年
、
同
八
月
下
旬
ｌ
同
年
九
月
）
。
こ
れ
に
対
し
牧
野
英
一
な
ど
が
、
二
四
条
に
「
家
族
生
活
は
こ
れ
を
尊
重
す
る
」
と
追
加
す
る
修
正
案
を
提
出
し
て
い
る
。
こ
れ
は
僅
差
で
否
決
さ
れ
（
同
一
九
四
六
年
、
十
月
上
旬
）
、
貴
族
院
は
二
四
条
を
通
過
さ
せ
た
。
修
正
案
の
否
決
に
際
し
て
は
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
方
針
の
（
決
定
的
で
は
な
い
に
せ
よ
）
影
響
が
見
ら
れ
る
。
そ
の
後
、
臨
時
法
制
調
査
会
で
も
、
「
家
」
廃
止
方
針
自
体
は
揺
る
が
ず
に
民
法
改
正
要
綱
が
決
定
し
て
い
る
（
同
一
九
四
六
年
、
十
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次
に
、
最
重
要
点
の
繰
り
返
し
を
お
そ
れ
ず
に
、
や
や
仔
細
に
民
法
改
正
過
程
に
つ
い
て
分
析
す
れ
ば
、
二
四
条
の
下
で
の
限
ら
れ
た
選
択
範
囲
の
中
で
の
改
正
の
人
的
相
関
関
係
・
力
学
関
係
は
、
（
１
）
Ｇ
８
（
民
政
局
）
は
、
当
初
よ
り
「
家
」
廃
止
を
希
望
し
て
い
た
が
、
違
憲
で
な
い
範
囲
で
の
形
式
的
「
家
」
存
置
な
ら
ば
認
め
る
べ
く
、
存
廃
は
日
本
側
に
一
任
す
る
方
針
を
、
暫
定
的
に
せ
よ
固
め
て
いた。これに対し、日本側関係者のうち、（２）起草委員は、一定の「家」類似要素の存置については（３）の保守
派
と
妥
協
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
も
の
の
、
最
終
草
案
・
改
正
法
を
妥
当
な
内
容
と
考
え
て
い
た
。
こ
れ
に
対
抗
し
、
（
３
）
保
守
派
は
「家」（類似要素）の存置を主張しつつも、ＧＨＱの「家」廃止の規定方針の存在を一時期信じ、その後は日本側の廃
止論者の主張に押されて、一定の一「家」類似要素の存置で満足をせざるをえなかった。かたや、（４）革新派は、起
草委員の方針には飽き足らず、「家」の全廃の貫徹を要求した。以上（２）（３）（４）の人的集団すべてが、既に述
べ
た
通
り
、
（
１
）
の
民
政
局
の
「
家
」
廃
止
の
希
望
を
感
知
し
、
そ
れ
に
あ
る
程
度
の
影
轡
を
受
け
つ
つ
も
、
要
綱
策
定
の
段
階
で
は
、
法
的
制
度
と
し
て
の
「
家
」
の
廃
止
を
自
主
的
に
決
定
し
た
の
で
あ
り
、
そ
の
後
も
、
Ｇ
Ｓ
は
、
民
法
改
正
草
案
中
の
「
家
」
類
似
要
素
の
排
除
に
は
再
び
影
響
力
を
ふ
る
っ
て
い
る
。
国
会
で
は
、
「
家
」
廃
止
の
改
正
案
に
対
し
、
戸
主
権
は
と
も
か
く
家
督
相
続
の
廃
止
に
は
反
対
論
が
強
か
っ
た
も
の
の
、
結
局
、
改
正
法
案
を
無
修
正
で
成
立
さ
せ
た
の
で
あ
る
。
占領期の民法改正、特に制度としての「家」廃止は、前述の三者をより詳細に分析すれば、（１）～（４）の四者が、
（５） 
一」うした緊張関係の中で、幾多の誤解を交えつつ、微妙な駆け引きを繰り返した末の一つの結果であった。｝」の過程
（６） 
の特徴としては、第一に、改正をめぐる人的相関関係・力学関係は、改正過程が進む中の各時期で変化していた。第
二
に
、
そ
の
人
的
相
関
関
係
・
力
学
関
係
の
全
体
像
を
、
法
改
正
関
係
者
の
誰
も
、
把
握
し
て
い
な
か
っ
た
。
そ
し
て
第
三
に
、
以
上
の
二
点
が
、
改
正
要
綱
・
改
正
法
の
中
核
で
あ
る
「
家
」
改
廃
方
針
の
決
定
に
影
響
を
与
え
た
の
で
あ
る
。
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
〈
十
一
．
完
）
（
和
田
）
七
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戸
籍
法
の
改
正
過
程
を
通
し
て
頻
出
す
る
の
は
、
民
法
上
は
廃
止
し
た
「
家
」
な
い
し
「
家
」
類
似
要
素
を
、
戸
籍
法
で
は
維
持
し
よ
う
、
と
い
う
日
本
側
の
改
正
関
係
者
の
意
図
で
あ
る
。
そ
の
典
型
例
が
、
起
草
委
員
の
下
で
作
ら
れ
た
、
「
家
」
を
形
式
化
し
て
存
置
す
る
戸
籍
法
改
正
初
案
で
あ
っ
た
二
九
四
六
年
七
月
）
。
そ
の
後
、
司
法
省
が
主
導
し
て
作
成
し
た
改
正
草
案
に
も
、
「
家
」
は
廃
止
さ
れ
る
方
針
で
あ
る
も
の
の
、
種
々
の
「
家
」
類
似
要
素
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
た
。
草
案
に
関
す
る
交
渉
二
九
四
七
年
八
－
十
一
月
）
で
、
Ｇ
ｓ
は
、
日
本
側
の
「
家
」
廃
止
の
決
定
を
一
貫
さ
せ
る
た
め
、
戸
籍
法
に
も
「
家
」
の
名
残
り
を
と
ど
め
る
べ
き
で
は
な
い
と
主
張
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、
司
法
省
は
、
国
民
全
体
に
直
結
す
る
戸
籍
実
務
上
の
混
乱
を
避
け
る
た
め
に
は
、
氏
や
戸
籍
を
旧
来
の
「
家
」
に
ひ
き
つ
け
て
理
解
す
る
国
民
意
識
に
依
存
す
る
こ
と
を
も
容
認
す
る
姿
勢
を
見
せ
て
い
た
が
、
結
局
、
概
ね
「
家
」
廃
止
に
整
合
的
な
案
を
受
諾
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
た
だ
例
外
が
二
点
あ
る
。
中
で
も
重
要
な
の
は
、
Ｇ
ｓ
が
戸
籍
を
個
人
別
に
編
製
す
る
こ
と
を
繰
り
返
し
提案したが、司法省が拒否し断念させたことであろう。もう一点は、戸籍の戸主欄に似た戸籍筆頭者欄を、司法省が
戸
籍
法
施
行
規
則
に
よ
っ
て
設
置
し
た
こ
と
で
あ
る
が
、
Ｇ
ｓ
は
こ
の
点
は
チ
ェ
ッ
ク
を
怠
り
看
過
し
た
よ
う
で
あ
る
。
以上が、本論文の第三章の改正過程の内容を踏まえた、第四章の総括である。
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
四
号
以
上
が
本
論
文
・
第
二
章
、
民
法
改
正
過
程
の
総
括
で
あ
る
。
第
三
節
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
改
廃
（
一
）
ｌ
身
分
登
録
機
能
と
「
第
一
の
流
れ
」
Ｉ
八
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こ
れ
が
、
一
次
史
料
、
二
次
史
料
を
含
み
、
先
行
研
究
の
最
重
要
な
一
部
を
な
す
我
妻
榮
編
『
戦
後
に
お
け
る
民
法
改
正
の
経
過
』
（日本評論社、一九五六年）に補足的にのみ掲載され議論されたにすぎない戸籍法の改正過程の紹介には、全く言及
のみならず意識すらされていない戸籍法改正過程である、ということは特筆に値する。
即
ち
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
Ｐ
Ｈ
Ｗ
（
公
衆
衛
生
福
祉
局
・
以
下
同
）
は
、
人
口
動
態
調
査
の
改
善
を
目
的
に
、
当
初
か
ら
強
制
的
な
指
令
を
出
し
て
、
出
生
・
婚
姻
・
離
婚
・
死
亡
の
戸
籍
届
書
に
、
細
微
に
わ
た
る
調
査
項
目
を
導
入
さ
せ
た
の
で
あ
っ
た
二
九
四
六
年
九
’
十
月）。これにより、「家」のデータ申告義務と、これに支えられた戸籍制度のデータ収集・提供機能は、データの内容
上、格段に強化された。後には、ＰＨＷと同じく統計の精密性を至上価値とする日本側の内閣統計局や、内務省（解
体前）・厚生省等の統計利用者が、こうした改正を歓迎し推進している。これに対し、Ｇｓは、こうした調査項目が
導入された後に初めてその存在に気づき、これは「過去の警察国家の悪辣な特徴の復興（倉『の‐研匡す――のゴご一口。Ｅ⑩（８‐
Ｅ『①の。｛言のロ口普ロ・’－８⑫白【の弓）」に繋がりかねないとして、国民のプライバシー保護を理由に反対した（一九四七
年八’十一月）。しかし、事後的反論かつ受動的反応にとどまり、こうした項目の導入を阻止できずに終わっている。
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
十
一
。
完
）
（
和
田
）
九
った。 本章の第二節・第三節の憲法・民法・戸籍法改正とは人的にも手続的にもほぼ独立して進められた戸籍法改正があ
第
四
節
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
改
廃
（
二
）
ｌ
個
人
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
と
「
第
二
・
第
三
の
流
れ
」
Ｉ
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（
１
）
日
本
側
の
問
題
意
識
・
戸
籍
法
改
正
方
針
と
そ
の
限
界
日本側では、先ず起草委員会は、民法上の「家」制度廃止から来る必然的な改正のみしか念頭になかった。ただ、
起
草
委
員
中
、
民
事
局
長
の
奥
野
が
次
に
述
べ
る
民
事
二
課
の
思
惑
に
引
き
ず
ら
れ
た
た
め
か
、
改
正
の
度
合
い
は
低
く
押
さ
え
よ
う
と
する方向性は感じられる。次に、司法省殊に戸籍法改正草案の条文を起草した民事二課の最大の関心は、戸籍実務の
混乱を防ぐため、戸籍法改正は最低限にとどめることであった。その結果として、乃至副産物として、「家」類似制
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
四
号
一○
次
に
、
戸
籍
節
の
公
明
四
原
則
に
は
、
Ｇ
Ｓ
６
Ｐ
Ｈ
Ｗ
も
、
や
は
り
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
謹
を
理
由
に
反
対
し
た
。
こ
れ
を
受
け
て
司
法
省
も
草
案
を
修
正
し
、
｜
旦
は
非
公
開
を
原
則
と
し
て
い
る
。
し
か
し
そ
の
後
、
参
議
院
司
法
委
員
会
の
代
表
者
が
改
め
て
Ｇ
ｓ
か
ら
直
接
了
承
を
得
て
、
公
開
原
則
を
草
案
に
復
活
さ
せ
て
い
る
（
以
上
一
九
四
七
年
十
’
十
二
月
）
。
結
局
国
会
は
、
公
開
原
則
を
旧
法
ど
お
り
維持して戸籍法を通過させた。
こ
の
よ
う
に
、
Ｐ
Ｈ
Ｗ
や
、
日
本
の
前
述
の
一
部
の
官
庁
、
そ
し
て
参
議
院
が
、
戸
籍
法
改
正
論
議
の
主
眼
を
踵
い
て
い
た
の
は
、
デ
１
夕
収
集
・
提
供
機
能
の
維
持
強
化
で
あ
り
、
こ
れ
は
Ｇ
Ｓ
の
反
対
を
押
し
切
っ
て
遂
行
さ
れ
た
。
以
上
が
、
本
論
文
の
第
三
章
の
改
正
過
程
の
内
容
を
踏
ま
え
た
、
第
五
章
の
総
括
で
あ
る
。
本
節
で
は
、
本
論
文
の
第
三
章
・
第
四
章
・
第
五
章
を
踏
ま
え
て
、
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
の
廃
止
と
そ
の
限界を照射する。
第
五
節
民
法
・
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
の
廃
止
方
針
の
射
程
と
そ
の
限
界
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度
・
規
定
の
温
存
の
傾
向
が
あ
っ
た
に
過
ぎ
な
い
。
即
ち
こ
う
し
た
「
温
存
」
は
、
司
法
省
民
事
局
に
と
っ
て
は
、
民
法
上
の
「
家
」
制
度
廃
止
方
針
が
確
定
し
た
後
の
戸
籍
法
改
正
に
関
す
る
限
り
、
主
た
る
関
心
事
で
は
な
か
っ
た
。
そ
の
一
方
で
、
人
口
動
態
調
査
を
主
管
す
る
内
閣
統
計
局
、
そ
し
て
そ
の
統
計
結
果
を
厚
生
・
公
衆
衛
生
政
策
等
に
利
用
す
る
厚
生
省
の、戸籍法改正に絡む利害は、単に人口動態調査・統計の精密化・正確化のみであった。
こうした中で、戸籍法上の「家」制度乃至その類似制度・規定の温存を主たる関心事としたのは、（記録に見る限
り
は
）
司
法
法
制
審
議
会
の
一
部
の
委
員
と
、
参
議
院
の
一
部
の
譲
員
で
あ
っ
た
。
換
言
す
れ
ば
、
改
正
方
針
の
限
界
は
、
実
務
サ
イ
ド
（
通
達
を
出
し
た
司
法
省
・
内
閣
統
計
局
正
木
次
長
）
に
は
届
書
の
保
管
上
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
は
念
頭
に
あ
っ
て
も
、
項
目
削
除
・
戸
籍
簿
非
公
開
に
よ
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
謹
な
ど
、
（
我
妻
等
の
起
草
委
員
含
め
）
考えも及ばなかったものと思料される。
（
２
）
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
各
セ
ク
シ
ョ
ン
の
問
題
意
識
・
戸
籍
法
改
正
方
針
と
そ
の
限
界
Ｇ
ｓ
は
、
当
初
民
法
上
の
「
家
」
制
度
廃
止
か
ら
来
る
必
然
的
な
改
正
の
み
し
か
念
頭
に
な
く
、
こ
れ
は
日
本
側
の
起
草
委
員
と
同
一
で
あ
る
。
し
か
し
、
起
草
委
員
と
異
な
る
の
は
、
四
六
年
八
月
中
旬
の
日
本
側
の
自
主
的
な
「
家
」
制
度
廃
止
方
針
決
定
以
後
は
、
そ
れ
を根拠に「家」廃止は日本側自身が徹底的にやるべきである、との一貫した主張である。また、改正過程の後半に入
って、人口動態調査のための一戸籍届誓の詳細項目設置と、従来からの戸籍簿の公開原則に対してこの｛の周一『のにながら、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
権
利
の
尊
重
を
主
張
し
始
め
て
い
る
。
次
に
Ｃ
ｌ
＆
Ｅ
（
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
民
間
情
報
教
育
局
）
は
基
本
的
に
は
Ｇ
Ｓ
と
同
様
に
、
民
法
上
の
「
家
」
制
度
廃
止
か
ら
来
る
必
然
的
な
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
過
程
（
十
一
．
完
）
（
和
田
）
一一
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（３）日本側・ＧＨＱ双方の問題意識・戸籍法改正方針に共通な限界
これは一言で一一一一口えば、五章で掲げた二つの問題（乃至換言すれば「第二の流れ」「第一一一の流れ」）が戸籍法特有の
「家」の機能に関するものである、と言う認識が欠落していた点であろう。
法
学
志
林
第
一
○
六
巻
第
四
号
一一一
改
正
に
し
か
関
心
は
な
い
。
殊
に
Ｃ
Ｉ
＆
Ｅ
が
民
法
・
戸
籍
法
改
正
に
関
わ
る
正
当
性
が
男
女
平
等
の
実
現
（
の
た
め
の
情
報
収
集
・
日
本
社
会
へ
の
提
供
、
そ
の
た
め
の
教
育
）
に
あ
る
た
め
、
そ
の
関
心
は
こ
の
一
点
に
絞
ら
れ
て
お
り
、
自
然
そ
れ
が
限
界
と
も
な
っ
た
。
特異な立場にあったのはＰＨＷであった。人口動態調査・統計の徹底的な精密化・正確化を至上価値として戸籍法
改
正
に
関
わ
っ
た
Ｐ
Ｈ
Ｗ
は
、
民
法
上
の
「
家
」
改
廃
に
は
基
本
的
に
何
の
関
心
も
な
い
。
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
権
利
の
保
護
は
、
こ
の
至
上
価
値
に
劣
後
す
る
利
益
に
過
ぎ
な
い
。
故
に
戸
籍
届
書
の
詳
細
調
査
項
目
は
一
点
（
妊
娠
日
数
）
を
除
い
て
譲
ら
な
か
っ
た
も
の
と
見
ら
れ
る
。
逆
に
、
「
至
上
価
値
」
た
る
精
確
な
人
口
動
態
調
査
に
支
障
さ
え
無
け
れ
ば
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
権
利
も
最
大
限
に
保
謎
す
る
こ
と
に
吝
か
で
は
な
く
、
戸
籍
簿
の
非
公
開
化
に
は
何
ら
異
論
は
な
い
。
換
言
す
れ
ば
、
Ｇ
Ｓ
と
Ｐ
Ｈ
Ｗ
は
互
い
の
関
心
に
は
当
初
全
く
無
関
心
で
あ
っ
た
が
故
に
、
戸
籍
法
を
巡
っ
て
コ
ン
タ
ク
ト
す
ら
な
く
、
利
益
相
反
状
況
が
生
じ
て
初
め
て
コ
ン
タ
ク
ト
を
取
っ
て
後
、
二
者
は
問
題
別
に
対
立
・
協
調
方
針
を
採
る
に
至
っ
た
の
で
あ
っ
た
。
換
言
す
れ
ば
、
各
々
の
セ
ク
シ
ョ
ン
の
問
題
意
識
・
改
正
方
針
の
限
界
は
、
右
の
関
心
の
外
に
は
全
く
（
乃
至
、
基
本
的
に
は
）
射
程
が
及
ば
な
か
っ
た
こ
と
に
あ
ろ
う
。
（
４
）
日
本
側
・
Ｇ
Ｈ
Ｑ
双
方
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
に
お
け
る
「
家
」
の
廃
止
方
針
の
射
程
と
そ
の
限
界
ｌ
本
節
の
小
括
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Ｇ
Ｓ
と
日
本
側
起
草
委
員
の
主
た
る
関
心
は
、
民
法
上
の
「
家
」
の
改
廃
、
そ
し
て
こ
れ
に
連
動
す
る
戸
籍
法
上
の
身
分
登
録
機
能
中
の
「
家
」
の
改
廃
に
の
み
集
中
し
て
い
た
。
（
そ
し
て
、
戸
籍
の
身
分
登
録
機
能
そ
の
も
の
は
維
持
さ
れ
て
い
る
。
）
戸
籍
法
上
の
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
の
強
化
に
対
し
て
は
、
Ｇ
Ｓ
は
結
局
こ
れ
を
阻
止
せ
ず
、
起
草
委
員
は
殆
ど
関
心
を
示
し
て
い
な
か
っ
た
。
改
正
に
よ
り
、
旧
法
下
、
戸
籍
の
二
つ
の
機
能
に
と
っ
て
の
「
家
」
と
い
う
制
度
的
結
節
点
、
両
機
能
を
支
え
て
い
た
デ
ー
タ
申
告
義
務
が
「
家
」
に
課
せ
ら
れ
て
い
た
点
（
本
章
第
一
節
参
照
）
こ
そ
変
わ
っ
た
が
、
戸
籍
の
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
は
、
「
家
」
廃
止
後
も
む
し
ろ
強
化
さ
れ
て
、
新
法
下
の
戸
籍
制
度
に
全
面
的
に
受
け
継
が
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
「
家
」
の
デ
ー
タ
申
告
義
務
や
、
公
開
原
則
に
よ
り
決
定
づ
け
ら
れ
た
性
格
は
、
名
こ
そ
消
え
た
も
の
の
実
は
残
っ
た
の
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
戸
籍
簿
公
開
原
則
に
よ
り
、
そ
の
静
態
・
動
態
が
常
に
公
示
さ
れ
る
と
い
う
「
家
」
の
性
格
も
、
「
家
」
を
「
二
世
代
以
下
の
戸
籍
」
に
置
き
換
え
て
維
持
さ
れ
た
こ
と
も
注
目
に
値
し
よ
う
。
に
も
拘
わ
ら
ず
、
新
法
と
「
家
」
と
の
連
続
性
に
は
、
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
の
強
化
を
推
進
し
た
関
係
者
も
、
こ
れ
に
当
初
反
対
し
た
Ｇ
ｓ
も
、
起
草
委
員
も
、
何
ら
言
及
し
て
い
な
い
。
も
し
こ
れ
が
彼
ら
の
こ
の
点
の
認
識
の
薄
弱
さ
を
示
唆
す
る
な
ら
ば
、
Ｇ
Ｓ
、
起
草
委
員
そ
れ
ぞ
れ
の
、
「
家
」
改
廃
の
射
程
の
限
界
は
こ
こ
に
露
呈
し
て
い
る
か
と
思
わ
れ
る
。
かたや日本の司法省は、戸籍実務の混乱回避を最重要視していた。（これは、データ収集・提供機能の完全性保持
に
も
直
結
す
る
。
）
司
法
省
は
、
混
乱
回
避
の
た
め
に
こ
そ
、
身
分
登
録
機
能
中
の
「
家
」
類
似
要
素
の
温
存
も
容
認
し
て
い
た
、
と
い
う
側
面
を
見
逃
し
て
は
な
ら
な
い
。
換
言
す
れ
ば
、
日
本
の
司
法
省
・
内
閣
統
計
局
等
、
ま
た
特
に
Ｐ
Ｈ
Ｗ
に
と
っ
て
は
、
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
の
維
持
強
化
が
最
優
先
事
項
で
あ
り
、
こ
れ
に
劣
後
す
る
身
分
登
録
機
能
面
で
の
「
家
」
改
廃
に
は
限
界
が
あ
っ
て
し
か
る
べ
き
も
の
で
あ
っ
た
。
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（十一。完）（和田）
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戦後もなお、法的・社会的・道徳的「家」制度は天皇制と並ぶ「国体の一支柱」であるとの趣旨を、憲法議会にお
い
て
複
数
の
議
員
が
発
言
し
て
い
る
。
対
照
的
に
、
Ｇ
Ｓ
や
、
や
は
り
民
法
改
正
に
関
与
し
た
Ｃ
ｌ
＆
Ｅ
は
、
憲
法
一
三
・
一
四
・
二
四
条制定や民法・戸籍法改正に関する史料に見る限り、「国体の一支柱」としての「家」には言及していない。
｜方の戸籍法上の「家」のデータ申告義務、及び国家・行政の機能的末端単位としての「家」の特質と、他方の
本
論
文
の
第
三
章
・
第
四
章
、
そ
し
て
殊
に
第
五
章
を
踏
ま
え
て
、
戸
籍
制
度
の
個
人
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
と
「
家
」
の
特
質
を
浮き彫りにしてみると、どのような結論が得られるであろうか。
旧法下、戸主が集約的に「家」の構成員のデータを申告することにより、「家」に行政府に対するデータ申告の義
務
が
あ
っ
た
こ
と
と
、
ま
た
各
「
家
」
の
デ
ー
タ
は
常
に
公
開
さ
れ
、
「
家
」
の
間
で
相
互
に
閲
覧
・
利
用
さ
れ
た
こ
と
に
注
目
す
れ
ば
、
戸
籍
法
上
の
「
家
」
は
、
国
家
ま
た
は
行
政
の
機
能
的
末
端
単
位
と
し
て
の
役
割
を
果
し
て
い
た
と
も
考
え
ら
れ
る
。
新
法
下
で
は
、
｜
戸
籍
に
記
戯
さ
れ
た
者
（
多
く
は
二
世
代
家
族
）
が
、
「
家
」
に
代
わ
っ
て
こ
の
機
能
的
末
端
単
位
と
な
っ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
こ
う
し
た
「
家
」
の
役
割
・
特
質
は
、
本
拙
論
で
は
詳
論
で
き
な
い
が
、
明
治
初
期
の
戸
籍
制
度
制
定
以
来
現
在
ま
で
、
程
度
の
差
こ
そ
あ
れ
一
貫
し
て
存
続
し
て
い
る
。
就
中
公
開
原
則
は
、
一
面
で
国
民
に
よ
る
相
互
監
視
を
も
極
め
て
容
易
に
す
る
。
こ
こ
に
は
、
明
治
初
期
の
戸
籍
制
度
の
、
脱
籍
浮
浪
取
締
と
い
う
警
察
目
的
と
の
連
続
性
す
ら
見
い
だ
す
こ
と
が
で
き
よ
う
。
第
七
節
残
さ
れ
た
課
題
ｌ
「
国
体
の
一
支
柱
」
と
し
て
の
「
家
」
？
Ｉ
第
六
節
戸
籍
制
度
の
個
人
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
と
「
家
」
の
特
質
法
学
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最
後
に
、
特
に
序
章
で
も
触
れ
た
先
行
研
究
す
べ
て
と
の
対
比
で
、
本
拙
論
の
結
論
を
述
べ
る
暴
挙
に
出
る
意
図
は
な
い
。
し
か
し
、
少なくとも、民法改正については、一次史料、二次史料をも含む先行した文献である我妻榮編『戦後における民法改
正
の
経
過
』
百
本
評
論
社
、
’
九
五
六
年
）
に
於
け
る
我
妻
教
授
の
主
張
、
お
よ
び
和
田
に
よ
る
川
島
教
授
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
加
え
て川島武宜『ある法学者の軌跡』（有斐閣、’九七八年）に於ける川島武宜教授の主張との対比で、本拙論の結論に
今一度、言及しておくことは意味があることと思われる。また、戸籍法改正についても凝縮した要約を述べておきた
戦後占領期の民法・戸籍法改正過程（十一．完）（和田）
一五
「
国
体
の
一
支
柱
」
と
し
て
の
「
家
」
の
認
識
と
の
間
に
、
連
関
性
・
連
動
性
は
あ
っ
た
で
あ
ろ
う
か
。
例
え
ば
、
「
家
」
は
「
国
体
の
一
支
柱
」
な
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
「
家
」
の
デ
ー
タ
を
申
告
さ
せ
、
戸
籍
に
よ
り
収
集
・
提
供
し
て
国
家
行
政
に
役
立
て
る
の
も
当
然
と
い
う
発
想
が
、
戦
後
な
お
、
二
部
に
せ
よ
）
国
民
に
見
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
か
。
起草委員の言動には、「国体の一支柱」にも通底しうる道徳的・社会的「家」を容認する姿勢を示唆するものがあ
る。ならば（仮に無意識にせよ）前述の発想ゆえに、データ申告義務強化への反対や、国家・行政の機能的末端単位
と
し
て
の
「
家
」
の
特
質
の
認
識
や
そ
の
弱
体
化
の
試
み
は
、
起
草
委
員
に
は
な
さ
れ
（
る
は
ず
も
）
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
か
。
逆
に
、
Ｇ
ｓ
が
、
戸
籍
法
に
よ
る
個
人
の
デ
ー
タ
申
告
義
務
の
強
化
を
結
局
は
受
動
的
に
容
認
し
た
の
は
、
こ
れ
が
「
国
体
の
一
支
柱
」
た
る
「
家
」
の
機
能
の
維
持
に
す
ら
繋
が
り
か
ね
な
い
と
の
問
題
認
識
が
薄
弱
で
あ
っ
た
か
ら
だ
と
理
解
で
き
る
で
あ
ろ
う
か
。
換
言
す
れ
ば
、
起
草
委
員
・
Ｇ
Ｓ
の
両
者
揃
っ
て
の
、
戸
籍
制
度
の
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
強
化
に
対
す
る
容
認
は
、
同
じ
コ
イ
ン
の裏表である、という整合的な理解は可能であろうか。これらの点の検証は、今後の課題としたい。
第
八
節
結
語
ｌ
先
行
研
究
と
の
比
較
に
お
い
て
Ｉ
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占領期の民法改正は、第二節で述べた最重要点を繰り返すが、（１）～（４）の四者が、こうした緊張関係の中で、
幾
多
の
誤
解
を
交
え
つ
つ
、
微
妙
な
駆
け
引
き
を
繰
り
返
し
た
末
の
一
つ
の
結
果
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。
改
正
を
め
ぐ
る
人
的
相
関
関
係・力学関係は、改正過程が進む中の各時期で変化し、その人的相関関係・力学関係の全体像を、法改正関係者の誰
も、把握していなかった、というところに民法改正過程の最大の特徴がある。そしてこの特徴こそが、「家」改廃方
針
に
決
定
的
な
影
響
を
与
え
た
の
で
あ
る
。
即ち、民法上の「家」の廃止は、我妻榮教授が旧来から主張されていたような「起草委員の独自の発案」が貫徹さ
〈旬Ｉ）
（８） 
れた、あるいは、川島武宜教授が描写したような、「家」廃止の徹底を民政局が独自の方針として強く「要求した」、
といった単純な過程をたどったのではなかったのである。
即ち、本拙論に長しく叙述してきた通り、民法・戸籍法上の「家」改廃の直接の契機は、まず、憲法二四条の導入
に
よ
っ
て
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
Ｇ
ｓ
（
民
政
局
）
が
与
え
た
。
次に、民法改正過程について分析すれば、本章・第二節で述べた通り、二四条の下での限られた選択範囲の中での
改正の人的相関関係・力学関係は、（１）ＧＳ（民政局）、（２）起草委員、これに対抗した（３）保守派、それと対
抗関係にあった（４）革新派、以上（２）（３）（４）の人的集団すべてが、（１）のＧｓの「家」廃止の希望を感知
し、その影響を受けつつ、法的制度としての一‐家」の廃止を自主的に決定したのである。ＧＳが、その後、民法改正
草案中の「家」類似要素の排除には再び影響力をふるったことも見逃せない。そして国会は、結局、改正法案を無修
正で成立させたのである。
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最
後
に
、
戸
籍
法
改
正
に
つ
い
て
再
論
し
て
お
く
。
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
Ｇ
Ｓ
（
民
政
局
）
と
日
本
側
起
草
委
員
の
主
た
る
関
心
は
、
民
法
上
の
「
家
」
の
改
廃
、
そ
し
て
こ
れ
に
連
動
す
る
戸
籍
法
上
の
身
分
登
録
機
能
中
の
「
家
」
の
改
廃
に
の
み
集
中
し
て
い
た
。
戸
籍
法
上
の
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
の
強
化
に
対
し
て
は
、
Ｇ
Ｓ
は
結
局
こ
れ
を
阻
止
せ
ず
、
起
草
委
員
は
殆
ど
関
心
を
示
し
て
い
な
か
っ
た
。
そ
の
結果、戸籍のデータ収集・提供機能は、「家」廃止後もむしろ強化されて、戦後占領期の改正後の戸籍制度に全面的
に受け継がれたのであった。また、戸籍簿公開原則により、その静態・動態が常に公示されるという「家」の性格も、
「家」を「二世代以下の戸籍」に値き換えて維持されたのである。にも拘わらず、占領期の改正後の戸籍法・戸籍制
度
と
「
家
」
と
の
連
続
性
に
は
、
デ
ー
タ
収
集
・
提
供
機
能
の
強
化
を
推
進
し
た
関
係
者
も
、
こ
れ
に
当
初
反
対
し
た
Ｇ
ｓ
も
、
起
草
委
員
も
、
何
ら
言
及
し
て
い
な
い
。
彼
ら
の
こ
の
点
の
認
識
の
薄
弱
さ
は
こ
こ
に
こ
そ
表
出
し
て
お
り
、
Ｇ
ｓ
、
起
草
委
員
そ
れ
ぞ
れ
の
、
「家」改廃の射程の限界はここに露呈していたのである。その一方で、司法省は、戸籍実務の混乱回避を最重要視し
て
お
り
、
そ
の
た
め
に
こ
そ
、
身
分
登
録
機
能
中
の
「
家
」
類
似
要
素
の
温
存
も
容
認
し
て
い
た
の
で
あ
っ
た
。
日
本
の
司
法
省
・
内
閣
統計局等、また特にＧＨＱのＰＨＷ（公衆衛生局）にとっては、データ収集・提供機能の維持強化が最優先事項であ
り、これに劣後する身分登録機能面での「家」改廃には限界があってしかるべきものなのであった。
（
１
）
本
章
の
概
観
は
、
第
一
節
か
ら
第
六
節
ま
で
は
、
和
文
の
拙
稿
「
戦
後
占
領
期
の
民
法
・
戸
籍
法
改
正
Ｉ
「
家
」
の
廃
止
と
そ
の
限
界
ｌ
」
『
法
社
会学』第四八号、一九九六年、二○九’二一四頁で既に提示しておいた。第七節のみ、同前・拙稿では紙幅の関係で述べられなかった
ため、本拙稿で初めて提示する。
（２）本章の概観は更に、構成は異なるが、欧文の拙論一一一縞で公表・公刊済みである。年次順に、亘蒔冒汽○三シロン・冨弓言」：範。①⑩の蚕ョ’
一戸、Ｆ豊勾の［・『ヨュー』１．，号ので。②【菌『。。：園［一・冒冨ロの二局国・臣のの．（肴）シワ・］｛ぬ。の弓．．⑭目『四両冨同（ｚ）・豊。、ご・・§》一恩旦巳爵」）－，
戦後占領期の民法・戸繍法改正過程（十一・亮）（和田）
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（４）拙稿・前掲（注ｌ）、二一一一頁では、「こうした緊張関係の中での共同作業であった」と断言したが、その後の研究により、「共同
作
業
」
で
あ
っ
た
と
形
容
で
き
る
の
は
、
民
法
上
の
「
家
」
改
廃
、
そ
し
て
こ
れ
に
連
動
し
た
身
分
登
録
機
能
面
で
の
戸
籍
法
改
正
の
一
面
に
過
ぎ
な
い
と
結
論
す
る
に
至
っ
た
。
拙
稿
・
前
掲
（
注
３
）
、
二
三
六
頁
の
注
（
ｕ
）
で
既
に
述
べ
て
い
る
通
り
で
あ
る
。
（５）この点も特に、拙稿・前掲（注３）、二三五頁で強調したところである。
（６）より詳細には、拙稿・前掲（注３）、二三一’二一一一四頁の、第一～七期の画期を参照されたい。
（
７
）
我
妻
榮
編
『
戦
後
に
お
け
る
民
法
改
正
の
経
過
』
日
本
評
論
社
、
一
九
五
六
年
、
一
○
二
頁
の
我
妻
発
言
。
（８）和田による川島教授のインタビューに基づく拙文「五月最前夜」「川島先生を偲ぶ』クレイム研究会刊、一九九四年、二三○’二
三五頁、及び「オプラーもその程度の改革を要求した」とする川島武宜『ある法学者の軌跡」有斐閣、一九七八年、一一二九頁。
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首目（量隠昏瞬記の②８『ＳＤＣミヨ冒⑮⑯。菖②。§』こここい日ご・ミ⑤ョ目。旨』②。○員。固日』』⑫８。§８冒用息の鼠の⑮。斡冒量周斡僑崎戸巴‐
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句、８印・『」天ご鷺尊シ］目巨⑰Ｉ圏冒伊自ｃ昏昏ご§．ご○］・恩．ｇ９℃己．＄－］日，
（
３
）
拙
稿
「
戦
後
占
領
期
の
民
法
改
正
過
程
ｌ
『
家
一
の
廃
止
ｌ
」
『
私
法
』
第
六
一
号
、
一
九
九
九
年
、
二
三
○
‐
二
三
六
頁
（
英
文
要
約
は
三
四
六
’三四七頁）では、民法改正過程について、より詳細な分析を加え、改正過程の画期の基準の精繊化を試み、改正全過程を、以下の第
一期から第七期に分ける試みを行った上で、例えば、Ｇｓの方針の変化も事細かに分析を行っている。即ち、「第一期（民法改正初動
期）」、「第二期（臨時法制調査会・司法法制審議会の始動）・〈前期〉の終了」、「第三期（改正要綱の決定）・〈後期〉の開始」、「第四期
（改正民法案準備）」、「第五期（応急措置法の起草・成立）」、「第六期（国会提出の草案準備二、「第七期（国会での審議）」である。併
（改正民法案準備と、
せ
て
参
照
さ
れ
た
い
。
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